
< インターンシップ実施後のアンケート結果 >

< インターンシップ関係者の声 >

参加学生の声
･アルバイトや学校生活とは違う目線で物事を考える経験が出来た｡今後の就職活動や職業人生に活かしていきたい｡

･働くこと等の実態を知ることができ､漠然とイメージとして考えていたことと実際に働くことの違いを知ることができた｡

･就職活動を行うにあたって､自分に欠けている部分や学ぶべき部分がわかった｡
･就職先の決定を行うにあたって､これまでより視野を広げて考えるようになった｡
･社会人同士のやりとりの現場に入ることで働くことに対する熱意を感じ取ることができた｡
･学生生活とは違い自分自身に厳しさを持って､考えることや､目標を持って取り組むことが重要だと気づいた｡

受入企葉の声
個 々の大学からバラバラに受入要請されると困るが､一元的に取りまとめをしてくれるので受け入れる気になった｡
･地域の団体を通じた取組なので､同業他社の状況を踏まえて検討することができた｡

･受入企業にとっても自社の社員の指導力の向上につながるというメリットもあった｡

大学の声
･大学独自で企業が受入れてくれるかを確認することは困難｡
t大学独自でインターンシップを進めるとなると､参加する学生数を絞らざるをえない｡



(予算担当部局用)

l事業番号2-18 1

論点等説明シー ト(予算担当部局用)

若年者地域連携事業(ジュニアインターンシップ等の受入開拓事業を含む)

平成21年度当初予算額 平成22年度概算要求額

若年者地域連携事業 453
インターンシップ受入開拓事業 304

若年者地域連携事業 463
インターンシップ受入開拓事業 63

事業予算についての論点等

(1)インターンシップ受入開拓事業 (特別会計)
○ 大学､地方公共団体などで構成される ｢インターンシップ推進連絡協議会｣等の

設置が各地域において進んでおり､こうした機関に委ねれば足 り､国として取組む
べき事業とは言えないのではないか｡

(2)若年者地域連携事業のうち､ジュニアインターンシップ等の協力受入企業の開拓
に係る事業 (一般会計)

○ ①大学生等に係るインターンシップ受入開拓事業に関 して､学校､地方公共団体など
で構成される ｢インターンシップ推進連絡協議会｣等の設置が進んでいること､

② こうした場を活用 し､中高校生関係者も加わることで (千葉県では､中学校長会､
高等学校教育研究会進路指導部会なども参加 している)､受入企業の開拓が期待される
こと､か ら､特に国が行 うべき事業とは言えないのではないか｡

○ 仮に､高校生 レベルのインターンシップについては､国の関与が必要だとしても､現
在の事業費は､開拓員が人海戦術的に一社ごとに開拓することを前提としており､事
業主団体への委託など効率化の余地があるのではないか｡

□千葉県インターンシップ推進連絡協議会

Jl千葉県インターンシップ推進連絡協議会+

(社)千:監県経営者協会 手荒県中小企業圧】体中央会
(寺士)千葉県商工会議所連合会 千葉県商工会連合会
千葉県経済同友会 (社)千葉県経済協議会
(期)千葉県産業振興センター(ジョブカフェちば)
千葉県小学校長会
千案県高等学校教育研究会退≡告指導部会
千葉県大学就職指導会
多古町教育委員会(キャリア教育指定地域)
(独)雇用･音岩力開発機構手荒センター
千葉県総務部学事課
千葉県教育庁教育振興部生涯学習課
千葉労働局罷業安定部職業安定課

千葉県中学校長会
(社)千葉県等惰学校各種学校協会
国立大学法人千葉大学
千葉市教育妻昌会

千葉県商工労働部産業人相課
千葉県教育庁教育振興部指導課
千葉県内ハローワーク(公共職業安定所)

口鹿児島県インターンシップ推進連絡会
■鹿児島県インターンシップ推進連絡会

･鹿児島大学 鹿屋体育大学
鹿児島国際大学 第一工業大学
志学館大学 鹿児島純心女子大学
鹿児島純心女子短期大学 鹿児島女子短期大学
鹿児島県立短期大学 鹿児島国際大学短期大学部
鹿児島工業高等専門学校 県立高等技術専門校4校
鹿児島建設専門学校 KCS鹿児島情報専門学校
鹿児島外語学院 鹿屋ビジネス専門学校
奄美情報処理専門学校 鹿児島県経営者協会
鹿児島県商工会議所連合会 社団法人鹿児島県工業倶楽部
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･= - = = 文部科学省 搬 r' 次世代スーパーコンピューティング技術

特 定 先靖大聖研究万転石笈の共用の促進に関する法律第2条第2項第2号.第5条 る､十第3期科学技術基本計画(平成18年3月間議決走)
~､n u

□直接実施

㌻■業務委託等(委託先等:理化学研究所､大学 等 )

I補助金融 p間接〕(補助売:理化学研究所実施主体:理化学研究所)(システム開発部分､施設建設部分､運用兼部分)

□貸付 (貸付先 : )□その他 ( )

2([1x).(8 l常勤役員数 2([1x)../8再 梢 勤役員数 o′o 監事等 l l(Lox)../2

I 腰 榔 3,129 l内､官庁OB 3E(fI)l役員- - 128,516千円(平成20年虎夫横)鷲JfMO欝 l3(Oy,a;賀 箪

I'=･芽控 狩1､ 16億円 積立金 3億円 禦ぎ至 研究資材等の資産の未償却
剛中期目標期間繰越積立金 13億円 Jト音l9l 残局であり､今後､当該資産の減価償却に伴い滅失○

計算科学技術をさらに発展させ､広汎な分野の科学技術.学術研究及び産業 こおける幅広い利用
のための研究開発の基盤を提供することにより､我が国の研究力.競争力強化に資するとともに､

+F)J+ ･や医 はじめとした な で 吐会に見 る研究 ること､ ′ に､ が国に
おいて､継続的にスーパーコンピュータを開発していくための技術力を維持.強化すること

理化学研究所､大学 等
誉E/佃+き#),..辛 +.

媒Lv禁r舜 ｢次世代スーパーコンピュータ｣を平成22年度の一部稼働､平成24年の完成を目指して開発す

るo具体的には､今後も我が国が科学技術.学術研究､産業､医.薬など広汎な分野で世界をリード
し続けるべく､
(1)世界最先端.最高性能(注)の次世代ス一八〇一コンピュータの開発.整備

(注)世界最先端の半導体技術等を用いて世界最速を目指す(1秒間に1京回の計算性能)
(2)次世代スパコンを最大限利活用するためのソフトウエアの開発.普及
(3)上記(1)を中核とする世界最高水準のス一八〇一コンピューティング研究教育拠点(COE)の形成

を文部科学省のイニシアティブにより､開発主体(理化学研究所)を中心 こ産学官の密接な連携の
下､一体的に推進する○【次世代スパコンプロジェクト】
また､｢新物質.エネルギー創成｣｢次世代ものづくり｣等の重点的.戦略的に取り組むべき研究分

野においてイノベーションを創出する○【戦略プログラム】

平成22年度概算要求額 人件費

26.759百万円 ( 職員構成 概算人件費(平均給与×従事職員数) 従事職員数

24百万円 担当正職員̀ 23.582】千円 3 F 人

i,; ,. 26.782百万円 臨時職員他 千円 】 人

年 度 総 額 地方公共団体の裏負担がある場合､概算の総額

H19(決算額) 9.843

- 2

? H20(決算見込額) 14,182
I H21(当初予算) 19,032

H21(補正予算)

H22概算要求 26,759

①システムの開発 20250盲万円(100%補助)

②ソフトウエアの開発 1.640百万円(委託責)③施ニ 整備 補助

≡口～- … ロ . ④運用費 1,241百万円(100%補助)

【※1】括弧内は現役出向者数であり､外政である｡【･x2】数字は､官庁oBのみの役員報酬総額である｡
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次世代スーパーコンピューティング技術～予事事業各‥

科学技術振興のための基盤の韓化 -:-.∴作成兼任者∴:
事果開始年度 平成18年度 情報課長 舟橋撤

次世代スパコンは第3期科学技術基本計画において､我が国として開発すべき｢国家基幹技術｣に位置づ
けられており国として着実な推進が必要｡また､次世代スパコンを開栄,整備し､産学官の多様な研究者等の

利用に供することは､｢特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律｣において定められた法定業務｡
【次世代スパコンにより期待される効果】
①高速･高精度シミュレーションによる科学技術の飛躍的進展(次世代スパコンは研究開発基盤)
(塾国家.=必要な最先端rT技術の獲得
③精轍な気候変動シミュレーションによる気候変動問題解決への貢献
④革新的な産業基盤の確立による産業競争力強化

･民間企業が持つ技術開発能力を活かすため､システム開発にメーカー(富士通)の参画を得ている｡
･立地地点自治体(兵庫県･神戸市)と調整し､用地の無償貸与.税金の減免の優遇を受けるなど､地元の全
面的な協力を得ている｡

【活動指標名】/ 年度実績 ･評価

システムの開発

ソフトウエアの開発

【現状の成果】
○システムの開発:平成18年度より設計を開始し､本年7月に完了｡現在､試作･評価を実施中｡
○ソフトウェアの開発.平成18年度より次世代ナノ統合シミュレーション及び次世代生命体統合シhL'-シ]ンを開発中｡
○施設の整備:平成18年度より施設の設計を開始し､平成19年度未から建設を開始｡
【今後の方向性】
●システムの開発.平成22年度に製造を開始o平成22年度末に一部稼動､平成24年に完成を予定｡
●ソフトウエアの開発 平成22年度末までに開発を終え､平成23年度から実証を行う予定｡
●施設の整備･平成22年度初旬の完成を予定｡
●戦略プログラム:重点的･戦略的に取り組むべき研究分野5分野を決定を受け､本年11月から研究機関の
体制構築等の実行可能性調査を開始予定｡

【成果指標名】/ 年度実績 ･評価

･本事業は現在開発段階である｡

･これまでにシステム及び施設の設計を完了

･システム開発は､魚含科学技術会議等の評価も実施

本事業は､事前評価､概念設計評価､中間評価を実施して推進しており､本年4月-7月の中間評価を蕗
まえ､所要の計画見直しを行ったところ｡今後とも､(丑｢開発計画を適宜見直す等柔軟に対応し､世界最先
端･最高性能の達成のため､国は､財政措置等の支援に努めること｣(平成18年 研究交流促進法及び特定放射光施
設の共用の促進に関する法律の一部を改正する法律案r=対する附帯決議(民主､自民､公明等の共同提案))や､②r世界最先
端･最高性能を達成するという本プロジェクトの目標に鑑み､計画の弾力的な推進に酉己慮すべき｣(平成19年
舞台科学技術会議評価)等を踏まえ､事業の目標達成に向けて着実に推進していく｡

次世代のスパコンを開発するプロジェクトは世界的に一貫して国主導で行われてきたo米国の現在の計画
は､10ペタFLOPS級のシステムを完成すべく進められている｡中国は､平成22年には初の自国cpuを使用
したスパコン(1ペタFLOPS級)を完成予定｡なお､我が国のスパコン性能は､平成16年6月に地球シミュレー
タが世界スパコン性能ランキングで第1位を獲得したのを最後に､米国の後塵を拝している｡また､スパコン
開発は国の競争力､安全保障に密接に関わるため､現時点で国際協力を行うことは困難｡

【事業の沿革】
●平成17年8月.科学技術･学術審議会ワーキンク'グループで､10ペタFLOPS超級の汎用スハlコン実現が提案
●平成17年11月 総合科学技術会議等の事前評価で｢本プロジェクトは実施することが適当｣とされる
●平成18年3月:第3期科学技術基本計画で次世代ス一八〇一コンピューティング技術が国家基幹技術に選定
●平成18年5月:｢特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律｣が成立し､次世代ス一八〇一コンピュータが
多様な研究者等に供される共用施設に､また理化学研究所が開発主体として位置づけられる
●平成21年4-7月 プロジェクトの中間評価を実施(この過程でNECがプロジェクトから撤退)
●平成21年7月:中間評価を踏まえ､システム構成を変更(スカラ単一システムとするとともに､インターコネク
トの性能増強等を行うこととした｡スカラ単一システムでも性能目標の達成が可能な見通しが得られ､また､
ベクトル部での利用を想定しているアプリケーションへの影響は限定的と評価｡)
【軽費縮滋に向けた取組】
次世代スパコンのシステムは､画期的な省電力化を実現｡今後とも､施設メンテナンス等の競争入札の実

施等により､軽費縮減努力を継続.
【産業界の取組】
産業界では自主的に｢スー八〇-コンピューティング技術産業応用協議会｣を設立するなどスIrコン整備のニース●が顕在

化(181機関が参加)0



事業概要

平成22年度概算要求額 26,759百万円
うち､.次世代スハ○コンプロシ◆エ外26,009百万円

(新規国庫債務負担行為額(H22-23)60,000百万円)

･戦略プログラム 750百万円

○我が国の研究力.競争力強化の基盤確立のため､産学官の密接な連携の下､以下を一体的に推進【次世代スパコンプロジェクト】
(l)世界最先端･最古性能(注)の次世代スーハ'-コンピュータの開発･整備(H22年度末一部撮由､H24年完成)※次世代加｡]ンは法鰍退くr共用施乱

(鍾)世界最先端の半導体技術等を用いて世界最速を目指す(1秒間に1京回の計井性能)
0開発スケジュール○

平成1時 鹿妻平成19年度 '平成2時虎 平成21年正 妻平成22年度 ,平成23年丘●平成24年度

期待される成果

ス′b ンlま研究開発 の基盤)

ま最先端の科学技術成果に直結｡次世代スパコ

0高速 ･高精度シh レーションによる科学技術の飛躍的進展(次

シミュレーションは理論､実験と並ぶ第3の科学技術の方法｡ス-ハO-コンピュータの

超微細半導体プロセス技術､低消費電力半導体技術､超高速･大規模ネットワーク技術等のコアIT技術を獲得(IT機器や家宅
にも波及)｡最先端技術の組合せ(インテグレーション)の機会を産業界に提供.

0気候変動 向丘鮪決への貢献

精微なシミュレーションは､地球温暖化問題対策の立案に
不可欠な科学的根拠を提供｡

次世代スハ○コンでシミュレーションスケールが35km-400m

)革帯的な産業基盤 の 確立による 産業競 争 力 強 化

革新的新製品開発手法 確立や開発プ ロセス合理化 で 産 業 競 争力を強化｡

①マクl)軽済モデルによる軽済効果 約3.4兆円(桝 JI)
(注)(秩)日本総合研究所の｢我が国における高速演算イン7ラストラクチャ構築帝要とGDp-の波及効果
推定に関する報告書｣をもとに算出

②具体的効果事例 拘8.4(X)億円(BtX切)

i;転予←

○開発コスト低減 約5,100億円
(過去の開発事例等を基に次世代スパコンの効果を試算)
･ゾェットェンゾンの開発コストが半減
･･自動車衝突実験回数が3分の1削減 等
○メーカのスパコン製品展開 約3.300億円

③基本特許獲得(半書体やJl兼書)による効果 拘4,300A円(BLJlbI)
※この他にも次世代スパコンは､災脊リスク低減等の幅広い効果が期待されている｡



次世代スーパーコンピュータプロジェクトの経緯
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論点等説瞬シ-..ド(予*担当革局即

k* .事兼名 次世代スパコン

手JlJ . 平成21年度当初予算額 l 平成22年度概算要求額
19.032l百万円 E 26.759l 百万円

事案予井にう､いで申iL崖等

○太格的着手の妥当性

･次世代ス′{コンの開発には､これまで545億円の国費を投入.仮に､来年度
システムの本格的着手を行えば､完成までに､更に700億円近くもの国費投
人が必要と見込まれる○
また､完成後も毎年多額の維持費がかかるほか､ソフト開発や研究費など実
大な税金投入が必要となるo

･システムの本格的着手の是非の判断に当たつては､こうした莫大な税金投入
に見合った効果 .利益が得られるか否かについて､入念な検証が必要ではな
いかo

･特に本件ーま､共同開発民間3社のうち2社が本年5月に撤退を表明し､当初
計画から大幅なシステム構成の変更を強いられており､見通しが不透明では
ないかo
こうした状況の下､プロジェクトを強行しても､当初の目標を達成すること
は困難ではないかo

･重大な事情変更があったにもかかわらず､引き続きプロジェク トを継続し､
本格的着手を行うことが妥当と判断したことについて､説得的な説明が必要
ではないかo

･外国との6調発競争を急ぐあまり､無理なスケジュールを組んでいるのではな
いかo

I-旦､着手してしまえば､多大な国費投入が必要となることから､リスクが
少しでも残るのであれば､プロジェクトを凍結し､戦略を練り直すべきでは
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文部科学省 i- 大型放射光施設(SPring-8)

研究振興局
- 鷲.事 業..を強化 議､

基礎基盤研究課量子放射線研究推進室 平成3年度 量書聖慧 諾
-

乙.独立行政法人理化学研究所法第16条･特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律 第3期科学技術基本計画(平成18年3月閣議決定)
I.玩 ..@ri-:-,JL; ..表≡,'空

+ I

口直接実施

□業務委託等(委託先等: )

+I ■補助癖 間接〕(補助先‥理化学研究所､登録施設利用促進機関 実施主体 =理化学研究
所､登録施設利用促進機関)

ロ貸付(貸付先: ) 口その他( )

･芸.稲 妻r--1. f常勤役員数 l非常勤役員数 監事等 ~l

l内､官庁oB 座 員報酬総額 7芸ffwO蒜 il

. SZS.ぎ艶 Ei -..II.:i *

放射光※は､物質の種類や構造解析､様々な機能解析.分析が可能であり､物質科学､生命科学分野の基

礎研究から産業応用まで､様々な分野の研究開発において極めて有用な研究手段である〇三の世界最高性

E)'= J+ 能の放射光を広範な分野の多くの研究者等の共用に供することにより､我が国の科学技術の発展に貢献す

る○※放射光:光速近くまで加速した電子の進行方向を疲石で曲げた場合に発生する極めて明るく､絞られた光ら

独立行政法人理化学研究所､登錠施設利用促進棟関言≡ .

理化学研究所が整備した大型放射光施設(spring-8)に関し､｢特定先端大型研究施設の共用の促進に関
する法律｣に基づき､その共用の促進を図る○そのため､施設設置者である理化学研究所に対し運転t維持
管矧 こ必要な経費を補助し､また､登録施設利用促進機関に対し利用促進業務に係わる経費を交付するこ
とにより､安定した運転の確保と研究成果の質の向上に努めるo
併せて､理化学研究所において放射光や解析装置の高度化等の放射光科学に関する絵合的な研究開発

や関連施設の整備を実施する○

平成22年度概算要求額 人件費 '

3百万円 担当正職員 3,161千円 0.5 F ^

年～'度 総 額 地方公共団体の裏負担がある場合､概算の総額

Hl9(決算輯) ll,069

}F)I

の ＼ H20(決算見込額) 10.811

H21(当初予算) 10.791

H21(補正予算) 150

H22概算要求 10,821

①特定先端大型研究施設運営費等補助金 7,397百万円(100%補助)⊥山 d ウb J=2+
蛋. 柿 5fi. - 父 ､. 1,056 100%

③独立行政法人理化学研究所運営費交付金の内数 1,790百万円④独立行政法∧理化学研究所施設整備費補助金 577百万円(100%補助)
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大型放射光施設(SPring-8)

科学技術振興のための基盤の

基礎基盤研究課
量子放射線研究推進室

量子放射線研究推
進室長 高谷浩樹

spring-8は､物質材料の種類や構造､超伝導体や触媒の機能解析.タンパク質の構造解析等､我が国の
科学技術インフラとして基礎から応用に至るまで様々な分野の研究開発に貢献する基盤施設である｡産業界
や地元自治体も施設の利用にととまらず､コンソーシアムを形成して自ら利用するための実験装置(専用ビー
ムライン)等を設置するなど､産業活動や地域活性化にとっても極めて重要な施設となっている｡
アジア･オセアニア等世界各国でも重要な研究基盤として放射光施設の整備が進んでおり､また､Spring-8

とともに世界の3大放射光施設とされている欧州と米国の施設においても､社会のニーズに応えるために更
なる高度化計画が進行中である｡
我が国が､産学官のニーズに十分に応え､引き続き国際競争力を維持･強化するためには､SPring18を着

実に整備運用していくことが極めて重要である｡

同レベルの高輝度な放射光を発生できる放射光施設は高度な技術力を必要とするため国内には
存在しない｡

産学官問わず広範な分野の様々な研究者等に対して､国内最先端の大型基盤施設として共用に
供しているo地元自治体や-部の大学､企業は､研究をより活発に行うため､自らが研究を行うため
の専用の実験装置(ビームライン)を整備し利用している｡

【活動指標名】/ 年度実績 ･評価

運転時間(ユーザータイム)

(現状の成果)
H9年10月の供用開始以来､のべ利用者数が10万人を突破｡学術分野では､研究結果をもとに近年年間約

600件の論文発表が行われており､重要なタンパク質の構造解明など多くの成果を挙げている｡産業分野で
も､自動車用燃料電池の劣化現象の解明など多くの研究成果を通じ､我が国の国際的な産業競争力の強化
に貢献している｡

(今後の予定)
今後とも基礎から応用まで幅広い分野において学術成果や知的財産の創造により先端科学の推進に貢献

する｡このため､利用者の要望に応えられるよう運転時間の確保等を図る｡さらに供用開始後10年以上が軽
過し､利用者からの要望の多様化も腐まえ､施設や設備の高度化等も進める｡

【成果指標名】/ 年度実績 ･評価

査読あり原著論文発表数

科学技術･学術審議会研究計画･評価分科会において､以下の中間評価を受けている(H19.7)｡
･spring-8は､物質材料､生命科学など幅広い分野における大学等の利用者の裾野を広げるととも
に､産業界における分析･解析手段としても定着(利用課題の約20%が産業利用)｡我が国における
重要な研究基盤として､供用開始以来大きな役割を果たしている｡
･今後とも､大学等研究機関､産業界の研究における先端的な研究施設として供用されることを通
じ､我が国の研究レベルの底上げに大きく貢献することが期待される｡
･運転時間の確保や施設.設備の高度化の推進などの運営基盤の強化等について､重点的に取り
組むべき｡

海外におけるSPring-8と同レベルの放射光施設の状況
APS(米国.イリノイ州アルゴンヌ)(1996年供用開始):利用時間 4,751時間
ESRF(欧州､フランス:ゲルノーブル)(1994年供用開始):利用時間 5.291時間
各施設とも大規模なアップグレード計画が進行中｡

平成 3年(1991年)11月:Spring-8建設工事着手
平成 6年(1994年)6月:｢特定放射光施設の共用の促進に関する法律｣施行
平成 9年(1997年)10月･供用開始
平成18年(2006年)7月.r特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律｣施行
平成18年(2006年)9月:利用料金改定

成果専有:33.000円-39,000円/時間(専用ビームライン)
59.000円-60,000円/時間(共用ビームライン)

消耗品実費負担制度導入 等



【独立行政法人理化学研究所】

OEJ 々 2(1)/8【※1】 * 2(1)′8【,X1】 o/o 1(0)′皇【※1】

孝 3,129 = 8; 3~(24)【※1】 % 128,516千円(平成20年虎夫JA) 巳庁08:±rY こL= 30,883千円(平成20年度実織)【※2】

【財団法人高輝度科学研究センター】

-0 4/41 1′6 * 3/35 ≡..-≡- I o/2

329 内､- 0 56.483千円(平成20年度乗鞍) +】B. 12.708千円(平成20年虎夫dE)

【※り括弧内は現役出向者数であL)､外数である｡
【･x2】数字は､官庁oBのみの役員報酬総額である｡




